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介助サービスにおける潜在トラブルに関与する
個人的要因に関する検討

－利用者の既決な要因に焦点を当てて－

松山　光生* 藤田　和弘** 倉内　紀子*

The Personal Factors to participate in Potential Conflicts of provision Personal Assistance

Services: focus on pre-determined factors for which intervention is not possible

Mitsuo Matsuyama, Kazuhiro Fujita and Noriko Kurauchi

Abstract

In the present study, we investigated from the consumer’s perspective how six pre-determined

factors for which intervention is not possible contribute to potential conflict between assistants and

consumers of assistance services at an independent living center. A survey comprising 45 question

items classified between the respective issues of responsibility was conducted on 100 consumers.

Groups were created within each factor, and the degree of conflict for each item was compared. Inter-

group differences were observed for all factors. Correspondence analysis was conducted for each

respective issue of responsibility and sample scores were calculated for each extracted axis. Multiple

regression analysis was performed with the sample scores as objective variables and the six factors as

explanatory variables. The two axes extracted from“ issues of responsibility on the part of the

consumer ”were“ understanding of the basic points of the service system”and“ degree of reserved

issues”, with“ the number of items of assistance received”as the contributing factor. The two axes

extracted from“ issues of responsibility on the part of the assistant” w e r e“ issues of self-

acknowledgement on the part of the assistant themselves ”and“ clarity of assistance content ”, with “

the number of items of assistance received ”and “ age of consumer ”as contributing factors.
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はじめに

わが国の自立生活センターは過半数のスタッフとその

責任者が障害者で運営されており、アメリカ合衆国にお

ける障害者の自立生活運動の基本理念を基にして、地域

生活を送る障害者に対し、実際にサービスを提供してい

る。2009年９月現在、全国に123団体存在する。

自立生活センターが提供するサービスのひとつに介助

サービスがあり、日常生活や社会活動で介助の必要とな

る利用者のもとに、介助者の派遣を行っている。その介

助サービスの特徴として、次の点が挙げられる。第１に、

サービスの有料化を前提（時間単位あたりで料金が支払

われること）に、利用者本人が時間と内容を限定して依

頼することである。第２に、B A D L（basic activities



of daily living、標準的日常生活活動)の介助に留まら

ず、I A D L（instrumental activities of daily living、

手段的日常生活活動)やA A D L（advanced activities

of daily living、上級日常生活活動)に関する介助に及

ぶ障害者の多面的な援助ということである。第３に、

介助者の多くが学生や主婦などの住民によるマンパワ

ーで担われていることである。第４に、異性による身

体接触などに起因する心理的緊張をなくすように、利

用者と介助者のマッチングには同性同士であることを

原則としている。

しかしながら、自立生活センターが提供する介助サー

ビスにおいては、しばしば、利用者、介助の間でトラブ

ルが生じていることが報告されている（松山ら、2 0 0 0 ;

末永、1 9 9 8 ;全国自立生活センター協議会、1994 ;Wong

et al、1 9 9 2 )。自立生活センターでは、コーディネータ

ーがこれらのトラブルの解決を独自の経験に基づいて図

っているが、その解決システムは体系化されていない。

松山ら（2 0 0 0）は、P o n d y（1 9 6 7）のモデルを参

考に、サービス実施場面で利用者と介助者の間に発生

するトラブルを、コーディネーターには言語的に表出

されず、放置されたまま、利用者－介助者間のみで解

決を迫られるトラブルと、コーディネーターに言語的

に表出されるトラブルの２種類に分類している。この

２種類のトラブルは対処が大きく異なることから、図

１に示すように、介助者によって、コーディネーター

に言語的に表出されたトラブルを「顕在トラブル」、言

語的に表出されないトラブルを「潜在トラブル」と定

義した。その上で、松山ら（2 0 0 0）は、狭義の介助サ

ービスの顕在トラブルと潜在トラブルを調査した。そ

の結果、顕在トラブルに比べ、潜在トラブルは利用者

と介助者ともに件数は多く、その内容も多岐に渡り感

情レベルの問題が含まれていた。

しかし、これらの研究は個人的背景や属性に焦点を

当てておらず、マクロ的な視点から、利用者側のトラ

ブルと介助者側のトラブルを概括し、特定しているの

みである。これらのトラブルに対して、コーディネー

ターがよりきめ細かく予防、対処していくためには、

３者の個人的要因を考慮し、解決を図る必要がある。

以上を踏まえ、介助サービスにおける潜在トラブル

に関与する個人的要因の検討にあたって、次の点に留

意する必要がある。

すなわち、利用者－介助者間の潜在トラブルに関与

する個人的要因は、表１のように、既決な要因と介入

可能な要因に分けて検討するべきである。既決な要因

とは、外的に特定可能な変数であるが不可逆的であり、

基本的な属性、社会経験やサービスに関する経験など

が含まれる。介入可能な要因とは、内面の問題である

が適切な方向へ導くことが可能であり、利用者の自己

主張(アサーティブネス)や、介助者の倫理観等が含まれ

る。したがって、まず既決な要因を特定し、その上で

要因の統制を行った後、介入可能な要因がどのように

潜在トラブルに影響を及ぼすか検討する必要がある。

介助者側の既決な要因と潜在トラブルの関連性を検

討した研究として、上田ら（2 0 0 6）と松山ら（2 0 0 6）

の研究が挙げられる。上田ら（2 0 0 6）は、介助者が利

用者に対して介助サービスを提供する際、潜在トラブ

ルに介助者のサービスに従事した経験年数がどのよう

に関与するか検討した。その結果、３種類の潜在トラ
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ブルに対して介助者の経験年数に関与することが示唆

された。松山ら（2 0 0 6）は、介助者の性別、年齢、社

会的背景、サービス提供に関わる背景が、潜在トラブル

に対してそれぞれ、どのように関与するか検討した。そ

の結果、潜在トラブルの多少に差が認められた項目数は、

担当利用者総数で全4 5項目中1 8項目、社会的属性で1 7

項目、定期の担当利用者数で1 5項目、年齢で９項目、

介助項目数で８項目、専門教育で６項目、性別で５項目

の順序で多かった。しかしながら、利用者側の既決な要

因と潜在トラブルの関連性を検討した研究はまだ行われ

ていない。

本研究は、自立生活センターにおける介助サービス利

用者がサービスを利用する際に、利用者の個人的要因が、

利用者と介助者間のトラブルにどのように関与するか利

用者の立場から検討した。なお、本研究では、利用者側

の既決な個人的要因(外的に特定可能で不可逆的な変数)

に焦点を当てた。

方　法

１．質問項目

松山ら（2 0 0 1）が作成した質問項目を用いた。その

構成は表２のように、４つのカテゴリー（利用者側の責

任の問題、介助者の責任の問題、双方に関わる責任の問

題、環境的な責任の問題）と、1 4の小カテゴリーに分

れ、合計4 5項目から成る。また、フェイスシートでは、

性別、年齢、障害の種別、障害手帳の等級、介助サービ

スを受けている年数、現在雇用している介助者の人数、

受けている介助項目数、介助項目の実施の有無を尋ねた。

２．調査対象者

東京都５カ所、愛知県１カ所の自立生活センター介助

サービス利用者1 0 0名を対象とした。その主なプロフィ

ールは、表３に示すとおりである。調査は予め、各セン

ター長に調査の主旨を説明し承諾を得た後、対象者には

調査の主旨と無記名であることを文章で通知した。

３．調査方法

調査方法は、郵送法で行い、筆記が困難な利用者に対

しては、自立生活センターの職員に代筆を依頼するか、

あるいは筆者による面接を実施した。

４．分析の方法

1)要因におけるトラブルの項目数の多少

各要因内でグループ間のトラブルの多少を比較するた

めに、まず、各項目ごとに４段階評定の結果を「常にあ

る」、「たまにある」、「しばしばある」を合わせたものを

「トラブル経験あり」に、「まったくない」を「トラブル

経験なし」の２件にまとめた。次に、性別、障害種別

（脳性まひ群・非脳性まひ群）、サービスを受けている年

数（３年以上、３年未満）、雇用した介助者の人数（５

名未満、５名以上）、受けた介助項目数（2 1項目以上、

2 1項目未満）について、「トラブルの経験ある・なし×

各２グループ」の２×２のΧ 2検定を行なった。また、

年齢（1 0～2 0歳代、3 0～4 0歳代、5 0歳代以降）につ

いては、各項目ごとに「トラブルの経験ある・なし×介

助の経験年数ごとの各３グループ」の２×３のΧ2検定

を行ない、有意また1 0 %未満の有意傾向を示した場合に

は、残差分析を行なった。

2)トラブルの側面に関する軸の抽出

各要因がトラブルのどのような側面に関与しているか

検討するため、トラブルの有無について項目数と対象者

のクロス集計表を作成した上で、コレスポンデンス分析

を行い、軸を抽出した。さらに、各軸のアイテム・スコ

アに関して散布図を作成し、軸の解釈を行った。なお、

コレスポンデンス分析には、エクセル統計2 0 0 8 f oｒ

Windowsを用いた。

3)各要因がトラブル側面に関与する度合

コレスポンデンス分析の結果、抽出された軸ごとに、

サンプル・スコアを算出し、それらを目的変数として、

ステップワイズ法による重回帰分析を行った。説明変数

として、ダミー変数１（性別：女性＝０、男性＝１）、

年齢、ダミー変数２（障害名：脳性まひ群＝1、非脳性

まひ群＝２）、雇用した介助者の人数、利用している年

数、受けている介助項目数を投入した。なお、これらの

分析にあたっては、統計ソフトSPSS15.0Jを用いた。

結　果

１．各要因におけるトラブルの多少に差がみられた項目

数について

各属性ごとに、4 5項目についてΧ2検定を行った結果

を表４及び表５に示した。全4 5項目中1 1項目（2 4％）

が性別において、４項目（９％）が年齢において、８項

目（1 8％）が障害種別においてそれぞれ差がみられた。

また、介助サービスを受けている年数が12項目（27％）、

雇用した介助者の人数が2 3項目（5 1％）、受けた介助項

目数が７項目（1 6％）であった。このことより、利用

者側の個人的要因のうち、潜在トラブルに関連する項目

数でみると、雇用した介助者の人数、介助サービスを受
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けている年数、性別、受けた介助項目数、障害種別、年

齢の順で多かった。

他方、個人的要因６つそれぞれにおいて、トラブルの

多少に差がみられた項目について、責任の問題別に項目

数をみてみると、大部分が「利用者側の責任問題」と

「介助者側の責任問題」に該当した。したがって、以下

には、「利用者側の責任問題」と「介助者側の責任問題」

それぞれを詳細に分析することにする。

２.トラブルの側面に関する軸の抽出とその解釈

各要因がトラブルのどのような側面に関与しているか

検討するため、「利用者側の責任問題」と「介助者側の

責任問題」それぞれ、トラブルの有無について項目数と

対象者のクロス集計表をつくり、コレスポンデンス分析

を行い、第１軸と第２軸を抽出した。「利用者側の責任

問題と「介助者側の責任問題」それぞれ、２軸のアイテ

ム・スコアを空間配置し、散布図を作ったのが、図１及

び図２である。

「利用者側の責任問題」について、図１をみると、第

１軸では、プラスの方向には質問項目N O . 1 1があり、マ

イナスの方向には質問項目N O .２がある。質問項目

N O . 1 1は「利用者が，医療行為や法律に違反するような

内容の介助を依頼することがある」であり、質問項目

N O .２は「利用者自身が自分の障害を理解しておらず，

適切な介助が受けられないことがある」である。医療行

為や法律に違反した介助内容を依頼しないことは、サー

ビスシステムの基本事項を理解しているか否かである。

それに対して、利用者自身の障害を理解しているかは個

別的な問題である。よって、この第１軸は、「サービス

システムの基本事項の理解」と命名される。他方、第２

軸は、プラスの方向には質問項目N O . 1 6があり、マイナ

スの方向には質問項目N O . 1 1がある。質問項目N O . 1 6は

「利用者が，介助者を不愉快にしないように気を遣いす

ぎることがある」である。また、質問項目N O . 1 1が「利

用者が，医療行為や法律に違反するような内容の介助を

依頼することがある」である。介助者に気を遣うという

ことは遠慮であり、介助者に医療行為や法律に違反した

依頼をすることは無遠慮といえる。よって、この第２軸

は、「介助者に対する遠慮」と命名される。

他方、「介助者側の責任問題」について、図２をみる

と、第１軸では、プラスの方向には質問項目N O . 2 3があ

り、マイナスの方向には質問項目N O . 3 4がある。質問項

目N O . 2 3は「介助者が，自分のできない介助内容につい

て理解していないことがある」で、質問項目N O . 3 4は

「利用者が指示を出し終わらないうちに介助者が介助を

始めることがある」である。自分ができない介助内容を

理解することは、介助者自身の自己認知の問題である。

他方、利用者が指示を待つことは、他者である利用者の
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理解といえる。よって、この第１軸は、「介助者自身の

自己認知の問題」であると命名できる。他方、第２軸は、

プラスの方向には質問項目N O . 2 0があり、マイナスの方

向には質問項目N O . 3 3がある。質問項目N O . 2 0は「介助

者が，契約した介助内容を行わないことがある」である。

質問項目N O . 3 3は「利用者が一人でできることを，介助

者に介助されることがある」である。契約した介助内容

は明確な事柄である。それに対して、利用者が一人でで

きることは不明確であり、把握するのに時間を要する。

この第２軸は、「介助内容の明確性」と命名される。

以上より、「利用者側の責任問題」では、第１軸とし

て、「サービスシステムの基本事項の理解」、第２軸とし

て、「介助者に対する遠慮」が抽出された。また、「介助

者側の責任問題」では、第１軸として、「介助者自身の

自己認知の問題」、第２軸として、「介助内容の明確性」

が抽出された。

３. 各要因がトラブル側面に関する軸に関与する度合

「利用者側の責任問題」と「介助者側の責任問題」そ

れぞれについて、コレスポンデンス分析で抽出された２

軸（合計４軸）ごとに、サンプル・スコアを目的変数と

して、重回帰分析を行った。その結果、「利用者側の責

任問題」の第１軸（サービスシステムの基本事項の理解）

では、受けている介助項目数（β＝- 0 . 2 7 3）と１％水準

で有意な負の関連が認められた。また、第２軸（介助者

に対する遠慮）では、受けている介助項目数（β＝

0.279）と１％水準で有意な正の関連が認められた。

他方、「介助者側の責任問題」の第１軸（介助者自身

の自己認知の問題）では、年齢（β＝- 0 . 2 2 2）、受けて

いる介助項目数（β＝- 0 . 2 3 9）と１％水準で有意な負の

関連が認められた。また、第２軸（介助内容の明確性）

では、年齢（β＝- 0 . 3 2 5）と１％水準で有意な負の関連

が認められた。

これらから、「利用者側の責任問題」の第１軸及び第

２軸では、受けている介助項目数と関与する度合が高く、

介助項目が増えるにつれ、「サービスシステムの基本事

項の理解」が減り、「介助者に対する遠慮」が増えてい

くといえる。換言すれば、介助項目数が増えるにつれ、

反対の側面である「利用者自身の障害の個別的理解」が

増え、「介助者に対する無遠慮、気持ちの距離を縮めす

ぎること」に関するトラブルが減っていくことを意味す

る。また、「介助者側の責任問題」の第１軸及び第２軸

共に、年齢と関与する度合が高く、年齢が上がるにつれ、

「介助者自身の自己認知の問題」や、「介助内容の明確性」

に関するトラブルが減っていくといえる。さらに、「介

助者側の責任問題」の第１軸では、受けている介助項目

数と関与する度合が高く、介助項目が増えるにつれ、

「介助者自身の自己認知の問題」が減っていくといえる。

考　察

個人的要因ごとに、4 5項目についてΧ2検定を行った

結果、介助サービスを受けている年数が12項目（27％）、

雇用した介助者の人数が2 3項目（5 1％）、受けた介助項

目数が７項目（1 6％）であり、関連が認められた項目

累計4 2項目が存在し、このうち4 1項目において被介助

経験が豊富になるにつれて潜在トラブルを多く有してい

た。

この結果より、利用者は被介助経験を重ねるにつれて、

潜在トラブルに対するsensitivity (気づきやすさ)が高ま

ることが示唆される。これは、介助者の介助経験の場合

と同様に、被介助経験に起因するs e n s i t i v i t yが利用

者－介助者間の潜在トラブルに関与すると考えられる。

上田ら（2 0 0 5）による調査結果によれば、4 5項目中
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図１ コレスポンデンス分析によるアイテム・スコアの散布図
（利用者側の責任問題）

図２ コレスポンデンス分析によるアイテム・スコアの散布図
（介助者側の責任問題）
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に対するsensitivity（気づきやすさ）が高まることを

指摘している。さらに、本調査結果を踏まえると、利用

者－介助者間の潜在トラブルは利用者と介助者双方とも

経験を重ねるにつれて、各々有する潜在トラブルが増加

することが示唆される。この理由として、これらの潜在

トラブルは、Pondy（1967）による対人間の葛藤発生

と表出化の経過のモデルに基づいたものであり、トラブ

ルが知覚された時に生じる知覚された葛藤（perceived

conflict）と感情的葛藤（felt conflict，知覚されるだ

けではなく、緊張や反発など感情的な反応が喚起された

葛藤）が生起した場合が射程となる。すなわち、利用者

または介助者のみに認識されたトラブルが含まれる。し

たがって、利用者も被介助経験を重ねるにつれて、潜在

トラブルに対するsensitivity が高まることが考えられ

る。

また、これらの潜在トラブルの内容を「利用者側の責

任問題」と「介助者側の責任問題」からみると、２点が

注目される。ひとつは、「介助者側の責任問題」に分類

される潜在トラブルは、利用者がみた場合、相手側であ

る介助者によって引き起こされるトラブルであり、これ

に関してsensitivity が高まると考えられる。このこと

は、上田ら（2005）の介助者からみた場合、介助経験

によって相手側である利用者によって引き起こされるト

ラブルに対するsensitivity が高まるという知見と類似

する。

もうひとつは、「介助者側の責任問題」に分類される

潜在トラブルは、利用者がみた場合、自分自身によって

引き起こされるトラブルに対するsensitivity が高まる

ことである。介助サービスを受けている年数において差

がみられた項目に注目すると、「利用者側の責任の問題」

に分類される６項目中４項目は、上田ら（2005）によ

る調査で明らかになった介助者側からみた場合のトラブ

ルと一致していた。これらの潜在トラブルについて、利

用者は被介助経験を重ねるにつれて、自分自身でも自覚

し問題視するようなることが推察される。それと同時に、

これらのトラブルは利用者と介助者で共通していること

から、２者間で顕在化されている可能性も示唆される。

潜在トラブルの各側面ごとに関与する個人的要因につ

いてさらに詳しくみると、「利用者側の責任問題」と

「介助者側の責任問題」、それぞれについて次のことが考

えられる。まず、「利用者側の責任問題」では、「サービ

スシステムの基本事項の理解」と「介助者に対する遠慮」

の２軸が抽出された。重回帰分析の結果、両軸ともに、

受けている介助項目数が関与し、第１軸（サービスシス

テムの基本事項の理解）では負の関連が認められ、第２

軸（介助者に対する遠慮）では正の関連が認められた。

これは、介助項目数が増えるにつれ、反対の側面である

「利用者自身の障害の個別的理解」や、「介助者に対する

遠慮」に関するトラブルが増えていくことを意味する。

介助項目数の多さは先述したように、利用者の被介助経

験の指標のひとつといえる。したがって、利用者の被介

助経験が豊富になるにつれて、「利用者自身の障害の個

別的理解」や「介助者に対する遠慮」に関するトラブル

に対するsensitivity が高まることが推察される。具体

的にいえば、様々な介助場面に利用者が遭遇することに

よって、日常生活活動個々における自身の障害について

再認識する必要性を実感したり、介助者への過剰な気遣

いを実感することが考えられる。

次に、「介助者側の責任問題」では、「介助者自身の自

己認知の問題」と「介助内容の明確性」の２軸が抽出さ

れた。重回帰分析の結果、第１軸（介助者自身の自己認

知の問題）では、受けている介助項目数が関与し、負の

関連が認められた。これは、介助項目数が増えるにつれ、

反対の側面である「他者理解の問題」に関するトラブル

が増え、その側面に対するsensitivity が高まることが

推察される。具体的には、介助者とやりとりするなかで、

表６　利用者と介助者間の潜在トラブルに関与する個人的要因（重回帰分析の結果）

九州保健福祉大学研究紀要 11：85～ 94，2010



利用者は次のように認識していると考えられる。すなち、

介助者、様々な介助場面を経験し、利用者自身と時間を

共有したわりには、利用者の特徴を理解してくれていな

いと利用者は感じていると推測できる。

最後に、「介助者側の責任問題」の２軸とも、利用者

の年齢が関与し、負の関連が認められた。これは、年齢

が上がるにつれ、「介助者自身の自己認知の問題」や、

「介助内容の明確性」に関するトラブルが減っていくと

いえる。裏返せば、若い年齢ほど、両側面に関するトラ

ブルを多く有しているといえる。若い利用者は、アイデ

ンティティが十分確立しておらず、自己の不安定性が高

いことが推測される。そのため、他者である介助者に依

存的になることが考えられる。これに関して、若年者特

有の統制の位置(Locus of Control)が影響していると考

えられる。統制の位置とは、出来事やイベントをコント

ロールすることができるという信念を有するか否かとい

うパーソナリティの変数であり、外的統制と内的統制に

大別できる。外的統制とは、出来事や失敗が、運やチャ

ンス、他者といった外的な要因に支配されていると認知

することを意味する。一方、内的統制とは、出来事や失

敗が自分の技能や努力といった自身の行動の結果に支配

されていると認知することを意味する。これまでの研究

において、若年者は内的統制のスタイルを採りやすいこ

とが知られている（L a c k m a n、1 9 8 6）。この知見に基

づけば、若年利用者は外的統制のスタイルを採りやすい

と考えられる。したがって、若年の利用者は、介助をめ

ぐるスティグマなどに起因する負の感情に対する反応と

して、他者である介助者の責任に帰属する潜在トラブル

を多く有していると推測される。

結論と今後の課題

本研究では、介助サービスにおける利用者と介助者間

の潜在トラブルに関与する利用者側の既決な個人的要因

について検討した。その結果、個人的要因６つのうち、

潜在トラブルに関連する項目数でみると、雇用した介助

者の人数、介助サービスを受けている年数、性別、受け

た介助項目数、障害種別、年齢の順で多く、潜在トラブ

ルに関与する可能性の高かった。これらから、利用者も

被介助経験を重ねるにつれて、潜在トラブルに対する

sensitivity が高まることが考えられた。

また、これらの潜在トラブルの内容を責任問題別にみ

ると、「利用者側の責任問題」では、「サービスシステム

の基本事項の理解」と「介助者に対する遠慮」の２軸が

抽出され、受けた介助項目数が関与していた。他方、介

助者側の責任問題」では、「介助者自身の自己認知の問

題」と「介助内容の明確性」の２軸が抽出され、受けた

介助項目数と利用者の年齢が関与していた。今後、利用

者側の既決な要因を統制し上でペアマッチングし、両者

の介入可能な要因を検討することが研究的課題として挙

げられた。
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